
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ａ港からＢ港へ到る航路を航行する船舶のための航海計画支援システムにおいて、

上
記航路に関し座礁の危険海域を回避するように多数の通過点を設定して航路の選択を行う
航路選択手段

に基づき上記Ｂ港への到着予定時刻に見合うように 通過
点 および舵角 を

こ
とを特徴とする、航海計画支援システム。
【請求項２】
　

ことを特徴とする、 航
海計画支援システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、船舶の運航を、予め設定した航路に沿い適切に行えるようにした航海計画支
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上記
船舶の船上設備には、海象等計測装置と、危険海域情報・波浪推算データ受信装置と、

とが設けられるとともに、上記の海象等計測装置および危険海域情報・波浪
推算データ受信装置からの情報に基づき海象による船舶の減速量を求める応答データベー
スと、同応答データベースから与えられた船舶の減速量の信号と現在の位置および時刻と

上記航路における多数の通過点の
間における船速 の設定 行うとともに上記の航路および通過点の表示や同通

過点における通過予定時刻の表示を表示部で行う運航計画演算装置とが設けられている

上記船上設備において、上記運航計画演算装置からの設定信号に基づき船速および舵角
の制御を行う船速舵角制御装置が設けられている 請求項１に記載の



援装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の航海計画では、Ａ港からＢ港に到る航路について、最短迂回航法など種々の航法
による航路の設定が行われている。そして、気象・海象の影響を考慮しながら最短時間で
到着するように航路を逐次設定し、またそのときの航海速力の分析を行えるようになって
いる。
　さらに、Ａ港出航後に、熟練した船長の継続的な判断により適切に航路，船速を調整し
ながらＢ港への到着を早期に達成することも可能になっている。
【０００３】
　しかしながら、上述のような従来の運航システムでは、Ｂ港への到着が入港予定時刻よ
りも早過ぎて、港外で待機する必要を生じたり、平均船速の増大に伴う燃料消費量の増加
を招いたりするという不具合があり、また航海の途中で常に操船のための船長の熟練した
判断が必要とされる。
【特許文献１】特開平５－２９８６００号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は、経験の浅い船長でも予め具体的に設定された航路に沿い、また気象・海象情
報を利用することにより、安全に、且つ予定時刻どおりに運航を行えるようにし、これに
伴って主機の燃料消費量の節減も図れるようにした航海計画支援システムを提供すること
を課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明 は、Ａ港からＢ港へ到る航路を航行する船舶のための航
海計画支援システムにおいて、

上記航路に関し座礁の危険海域を回避するように多数の
通過点を設定して航路の選択を行う航路選択手段

に基づき上記Ｂ港への到着予定時刻に見合うように
通過点 および舵角 を

ことを特徴とする。
【０００６】
　

【発明の効果】
【０００７】
　本発明の航海計画支援システムによれば、Ａ港からＢ港へ到る航 沿い予め多数の通
過点が選択され、しかも現在の位置および時刻からＢ港への到着時刻に見合うように海象
情報などに配慮して各通過点ごとに船舶の通過予定時刻，航海速度および舵角の設定が

順次自動的に行われるので、経験の浅い
船長でも安全に且つ予定時刻どおりに船舶の運航を行うことができる。
　

【０００８】
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の航海計画支援システム
上記船舶の船上設備には、海象等計測装置と、危険海域情

報・波浪推算データ受信装置と、
とが設けられるとともに、上記の海象等

計測装置および危険海域情報・波浪推算データ受信装置からの情報に基づき海象による船
舶の減速量を求める応答データベースと、同応答データベースから与えられた船舶の減速
量の信号と現在の位置および時刻と 上
記航路における多数の通過点の 間における船速 の設定 行うとともに上
記の航路および通過点の表示や同通過点における通過予定時刻の表示を表示部で行う運航
計画演算装置とが設けられている

また、本発明の航海計画支援システムは、上記船上設備において、上記運航計画演算装
置からの設定信号に基づき船速および舵角の制御を行う船速舵角制御装置が設けられてい
ることを特徴としてる。

路に

応
答データベースを介し運航計画演算装置において

また、船上設備において、運航計画演算装置からの設定信号に基づき船速および舵角の
制御を行う船速舵角制御装置が設けられることにより、Ｂ港への入港時刻が所要の予定時
刻と一致するように、運航計画演算装置における船速舵角設定手段で設定された船速およ
び舵角どおりの制御が的確に行われるものである。



　そして、上記航海速度を必要以上に高めることのない適切な速度設定により、主機の燃
料消費量の節減も可能となり、ひいてはＣＯ 2の排出量の低減効果が得られるようになる
利点もある。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　Ａ港からＢ港へ到る航路 在の位置および時刻からＢ港への到着予定時刻に
見合うように各通過点ごとに船舶の通過予定時刻，航海速度および舵角の設定が順次自動
的に行われる。特に、発電機を複数備えた電気推進船の場合は、電力供給の調整による船
速の制御が容易であり、また可変ピッチプロペラを有する船舶の場合は、プロペラ翼角の
調整による船速の制御も容易に行われる。
【実施例】
【００１０】
　図１は本発明の１実施例としての航海計画支援システムを示すブロック図、図２（ａ）
，（ｂ）は上記航海計画支援システムにおけるフローチャート、図３は上記航海計画支援
システムによる航路選択の一例を示す平面図、図４は上記航海計画支援システムによる航
路選択の他の例を示す平面図である。
【００１１】
　図３，４に示すように、Ａ港からＢ港へ到る航路１を航行する可変ピッチプロペラを備
えた電気推進船としての船舶２のための航海計画支援システムとして、図１に示す設備が
船上および陸上に設けられている。
　すなわち、船上設備３Ａには、海象等計測装置４，危険海域情報・波浪推算データ受信
装置５および同装置５から運航のための航路選択，航路上の通過点選択を行う航路選択装
置５′が設けられるとともに、これらの装置４，５，５′から計測内容や受信内容を受け
、波等による船舶の減速量等を求める応答データベース６を介して、通過予定時刻設定お
よび船速舵角設定を行う運航計画演算装置７が設けられ、航路選択装置５′および運航計
画演算装置７により設定される航路や通過点，通過予定時刻および船速，主機の負荷率，
プロペラ翼角ならびに舵角は、表示部８に表示されるようになっている。
【００１２】
　そして、運航計画演算装置７から船速設定信号および舵角設定信号を受けることにより
船速舵角制御装置９が作動して、図示しない主機関の制御およびプロペラ翼角の制御や操
舵系における舵角制御が行われる。
【００１３】
　また、船速舵角制御装置９からの信号を受けて次の通過点および通過予定時刻を予測す
るとともに、現在位置を確認し、これらの情報を陸上設備３Ｃの受信部 10ａへ発信する発
信部 10が設けられている。発信部 10では上述のように受信した情報を運航管理装置 10ｂへ
伝達する。
【００１４】
　さらに陸上設備３Ｂには、危険海域情報・波浪推算データ受信装置５へ情報およびデー
タを発信する危険海域情報・波浪推算データ発信装置５ａが設けられるとともに、同装置
５ａへ情報およびデータを送るための波浪推算データ演算装置５ｂが設けられている。
【００１５】
　上述のように構成される航海計画支援システムでは、図２（ａ），（ｂ）に示すフロー
チャートのごとく、「応答データベース」および「最適化」のための制御，演算等の作用
が行われる。
【００１６】
　上述の航海計画支援システムを用いて、船舶２の運航が図３に示す航路１に沿って行わ
れる場合、同航路１の選択は次のように行われる。
　すなわち、座礁の危険海域 12ａおよび漁船の輻輳する漁場としての危険海域 12ｂを回避
できるように、同海域 12ａ， 12ｂの情報を図１の船上設備３における受信装置５が受ける
のに伴い、航路選択装置５′における航路選択手段により航路１の選択が行われ、同航路
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について、現



１の表示が表示部８において行われる。
【００１７】
　そして、航路１における多数の通過点１－１，１－２，・・・，１－１０の選択も、航
路選択装置５′における通過点選択手段により行われる。
　さらに、運航計画演算装置７では、船舶２の現在の位置および時刻ならびにＢ港への到
着予定時刻が入力されるのに伴い、応答データベース６からの海象等の情報に応じて、各
通過点１－１，１－２，・・・，１－１０における船舶２の通過予定時刻が、通過予定時
刻設定手段により演算される。
【００１８】
　そして、上記各通過点を船舶２が実際に通過する時刻に応じて 船速や舵角の
修正が行われる。
　すなわち、Ｂ港への入港時刻が所要の予定時刻と一致するように、運航計画演算装置７
における船速舵角設定手段および船速舵角制御装置９によって順次航海速度および舵角の
設定が行われる。なお、図３において、符号Ｇは陸地を示し、Ｈは防波堤、Ｋは桟橋を示
している。
【００１９】
　図４に示す航路１の設定例では、漁場 12ｃで漁船の操業が行われないとの情報に基づき
、同漁場 12ｃを通り抜けるように航路１の選択が行われた場合を示しているが、この例で
は海象情報に含まれる風Ｗの風向，風速および波Ｘの波高，波周期，波向、ならびに海・
潮流Ｙの流向，流速の各データに応じ、船舶２の運航限界を考慮しながら船速舵角制御を
行い、舵角制御には当て舵の量も自動的に配慮されるようになっている。
【産業上の利用可能性】
【００２０】
　本発明の航海計画支援システムによれば、ロボットによる船舶の運航も可能であり、船
長はロボットの行う操船を監視するだけでよいことになる。また、船橋等から見える船外
の状況をビデオカメラで撮影して、その映像をレーダー情報等のデータと共に陸上の基地
に絶えず送信することにより、船長と陸上基地との緊密な連絡と相まって、安全な航海を
実現することが可能になる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の１実施例としての航海計画支援システムを示すブロック図である。
【図２】（ａ），（ｂ）図は上記航海計画支援システムにおけるフローチャートである。
【図３】上記航海計画支援システムによる航路設定の一例を示す平面図である。
【図４】上記航海計画支援システムによる航路設定の他の例を示す平面図である。
【符号の説明】
【００２２】
　１　航路
　１－１，１－２，・・・，１－１０　通過点
　２　船舶
　３Ａ　船上設備
　３Ｂ，３Ｃ　陸上設備
　４　海象等計測装置
　５　危険海域情報・波浪推算データ受信装置
　５′　航路選択装置
　５ａ　危険海域情報・波浪推算データ発信装置
　５ｂ　波浪推算データ演算装置
　６　応答データベース
　７　運航計画演算装置
　８　表示部
　９　船速舵角制御装置
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通過点間の



　 10　発信部
　 10ａ　受信部
　 10ｂ　運航管理装置
　 12ａ　暗礁の危険海域
　 12ｂ　漁場の危険海域
　
　Ｇ　陸地
　Ｈ　防波堤
　Ｋ　桟橋
　Ｗ　風
　Ｘ　波
　Ｙ　海・潮流
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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12ｃ　漁場



【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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